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	①燻蒸上屋の使用料
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②大阪府営上屋の屋上使用料
③上屋敷地の使用料

④まとめ
【都市整備部】
	（前略）燻蒸上屋は特別会計に属するものであり、特別会計は原則としてその収入でもって費用を賄うべきものである。この特別会計の趣旨に鑑みれば、大阪府において、燻蒸上屋の使用料について、原価との乖離を縮小する努力が求められる。【意見】

大阪府は、更地利用の場合の料金設定とは異なり、相応の料金設定を検討してもよいのではないかと考えられる。【意見】

　同上【意見】

（前略）青果事業関連施設使用料については、相応の料金設定を検討してもよいのではないかと考えられる。【意見】


	包括外部監査が実施された平成19年度当時は、府営上屋が大阪府港湾施設条例に基づく公共施設として管理運営されることを前提に、燻蒸上屋の使用料をはじめとする関連施設使用料について、収支改善を図る方向性で検討してもよいのではとのご意見を頂いたところです。

その後、府では、民の視点を取り入れた効率的な上屋の管理運営を実現し、利用者サービスの向上を図る新たな管理運営手法の検討に着手し、堺泉北埠頭㈱と協議を行いました。

その結果、平成29年に府営上屋（26棟）の内、引き続き公共上屋として効率的な管理運営を目指す上屋（12棟）については、堺泉北埠頭株式会社へ建物の有償譲渡契約を行いました。（平成30年４月１日に事業移管予定）

また、残る14棟の府営上屋についても、府営港湾の更なる効率的な運営に資するよう、港湾運送事業者をはじめとする民間事業者に譲渡する方向で進めていくこととしております。


1／1

